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日立造船株式会社グリーンボンド 

フレームワーク 

 

1. はじめに Introduction 

1.1発行体概要 Overview of the Company 

 日立造船株式会社（日立造船）は、1881年に E.H.ハンターにより創業された大阪鉄工所

を祖とするプラント・エンジニアリング企業です。創業以来の造船業で培った技術を元に、

2002年の造船部門の分離後は、「エンジニアリング」と「ものづくり」で社会に役立つ価値

の提供を目指して「環境・プラント」「機械」「インフラ」の分野での事業をグローバルに

展開しております。本社は、日本の大阪に所在しており、従業員数 10,377名（連結、2018

年 3月末現在）、連結子会社計 114社（2018年 3月末現在）を擁し、世界 19カ国で事業を

実施しております。 

 

1.2環境への取り組み方針 Environmental Strategy of the Company 

1.2.1 企業理念 

当社は、「私達は、技術と誠意で社会に役立つ価値を創造し、豊かな未来に貢献します。」

を企業理念として掲げ、社会への貢献を目指しております。 

係る企業理念を実現し、経営姿勢を具体的に実践する経営活動の一環として、当社は

ISO14001マネジメントシステムを構築し、以下の「環境方針」を定めて事業活動に取り組

んでおります。①当社の扱う製品、サービス及び事業活動において、環境への負荷低減を

図り、地球環境保全に努める。②法規制、協定、組織が同意するその他要求事項及び当社

の自主規制を順守する。③環境目的、年度環境目標（環境マネジメントプログラム）を設

定し、環境負荷の継続的改善及び環境汚染の予防に取り組む。④環境マネジメントシステ

ム運用の有効性と適切性を持続させるために、定期的にレビューし、継続的改善を行う。 

 

1.2.2 環境活動の方針 

当社では、1992年に職員にとり良き企業市民としての拠り所となる「環境基本方針」1を

策定するとともに企業としての環境管理体制の整備を行い、環境問題へ積極的に取り組む

準備を早くから進めております。その上で、日本国内で培った技術と誠意を地域の人々や

社会に馴染む形にアレンジすることで社会的な課題の解決を行う機能を地球規模で提供し

ていきます。 

なお、当社では、1993 年より行動指針を具体的な行動計画にまとめた「Hitz 日立造船環

境保護推進プラン」を策定し、従来の地域環境保全活動に加えて、オゾン層の保護、地球

温暖化防止、廃棄物のリサイクル・減量化などの地球環境保護活動に取り組んでおります。 

                                                   
1 「環境データブック 2017」（日立造船株式会社）http://www.hitachizosen.co.jp/ir/data/pdf/DB2017_J.pdf 
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2016年度の活動実績 

・  CO2排出量の 18.4%削減（2005年度比） 

 廃棄物の発生量 17.4％削減（2000年度比） 

 廃棄物埋立量の 66.4％削減（2000年度比） 

 

1.2.3 長期ビジョン 

人類が生活レベルを維持しつつ、次世代も含む全ての人々に、より質の高い安全で安心な

生活をもたらすことのできる持続可能な社会の発展のためには、資源の再利用や再生で環

境負荷を低減する「循環型社会実現」が必要不可欠と考えます。係る認識の下に、日立造

船グループは、2030 年の「循環型社会実現」に向け、コア事業領域である「エネルギー」

及び「水」の環境分野を強化し、ソリューションプロバイダーとして環境問題、食料・水・

エネルギーに関する世界的な課題の解決に取り組んでいくことを長期ビジョンで示してお

ります。 

 

1.2.4 環境管理体制 

上記環境活動の実現を確保するために、当社は 1992 年に「環境保護推進委員会」を設置

し、係る委員会において、地球環境保護並びに地球環境保全の基本方針及び重点実施項目

を策定し、必要な措置を講じております。各工場とグループ会社は、「事業所環境保全委員

会」において、基本方針に基づく、地球環境保全のための施策を推進しております。また、

ISO14001 認証取得事務所において認証機関による外部環境監査を定期的に実施しており

ます。 

 

1.3グリーンボンドの発行の意義 Hitz Green Bonds 

当社は、推進する環境への取り組みに使用する技術とサービスを提供するための設備の建

設と運営にかかる資金をグリーンボンドにより調達することで、以って資金調達のフェー

ズから供給する技術・サービスまで一貫して、当社の環境方針に合致する業務を達成出来

るものと考えます。当社の発行するグリーンボンドは国際資本市場協会（ICMA）の定める

グリーンボンド原則 2018、環境省のグリーンボンドガイドライン（2017 年版）、及びクラ

イメート・ボンド・イニシアティブ（CBI）の定める気候ボンド標準（v.2.1）の要件を満た

すよう以下にてフレームワークを策定します。 

 

2. グリーンボンド・フレームワーク Green Bond Framework  

グリーンボンド発行を目的として、当社はグリーンボンド原則 2018が定める 4つの柱（調

達資金の使途、プロジェクトの評価と選定のプロセス、調達資金の管理、レポーティング）

に従ってフレームワークを以下のとおり策定しております。本フレームワークは当社ウェ
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ブページにて公表し、本フレームワークに基づいて発行されたグリーンボンドに係る法的

書類やステークホルダーに開示する書類・資料に本フレームワークで定めた内容について

記載しステークホルダーにご案内します。 

 

2.1調達資金の使途 Use of Proceeds 

 グリーンボンドで調達された資金は、以下の適格クライテリアを満たす既存または新規

事業の開発、建設、設置、運営に係る費用に充当する予定です。なお、グリーンボンドの

発行については、当社の業務執行における最高意思決定機関である取締役会が承認します。 

 

適格クライテリア 

 ごみ焼却発電施設：廃棄物を燃やし衛生的に処理すると同時に、大切なエネルギー

資源として発電する施設です。ごみは未だ望まれない生成物ではありますが、その

生成は社会にとって不可避なものである一方で重要なエネルギー源ともなり得るも

のです。当社は、ごみからのエネルギーの回収は、これ以上再利用・再活用できな

い廃棄物を処理すること、及び、エネルギーの新たな創出という 2 つの問題を同時

に解決する手段であり、今後世界的に予測されるエネルギー不足の深刻化の有効な

解決手段を提供するものと考えます。当社は、当該事業によるネットでの CO2削減

効果が環境に与えるネガティブな効果を上回る場合に資金充当対象とします。 

・  既存事業については、事業の完成又は稼働開始が、グリーンボンド発行日から遡っ 

 て 24月以内であることとします。 

 

参考資料 1にて当社のごみ焼却発電施設の仕組みを図示しております。 

 

 事業実施の際には環境へのネガティブな影響の低減に取り組むとともに、可能性の

あるネガティブな影響の内容について当社が定めた以下の社会への説明を行うよう

プロセスを経たものを対象とします。 

 事業発注者において、環境リスクを低減するために、日本の環境影響評価法2に

定められている環境影響評価の手続きに従い、環境調査や予測・評価を実施し、

重大な環境への影響を防ぐ対応を実施していることを確認したもの。 

 建設立地自治体にて環境影響評価が求められている場合においても、定められ

ている環境影響評価の手続きに従い、環境への影響を防ぐ対応が実施されてい

ることを確認したもの。 

 事業内容について事業立地周辺の住民への説明を行い、理解を得るよう努めて

いるもの。 

 当社の設備製造工場においては、環境への汚染物質の排出について法律より厳

                                                   
2 環境影響評価法（環境省）http://www.env.go.jp/policy/assess/1-3outline/img/panph_j.pdf 
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しい自主基準、目標値を設定して排出物質管理の徹底を図ることで、環境リス

クの低減に努めています。また、事業活動における環境問題の発生防止、環境

リスクの最小化を図るために、作業標準どおりの作業を徹底するとともに、設

備点検・メンテナンスを確実に実施しています。万が一の環境事故を想定し、

汚染を最小限に抑えるための対応手順を定め、異常時・緊急時訓練を定期的に

実施しているもの。 

 

参考資料 2 にて適格クライテリアを満たす具体的な資金充当対象事業のリストを記載して

おります。 

 

2.2 プロジェクトの評価と選定のプロセス Process for Project Evaluation and Selection 

 グリーンボンドによる調達資金充当の対象として選定したプロジェクトが適格クライテ

リアに適合しているかについては、当社の環境事業本部エンジニアリングビジネスユニッ

ト国内プロジェクト部及び環境プラント計画部、企画管理本部経営企画部財務グループが

確認します。プロジェクト選定の最終承認は、当社の業務執行における最高意思決定機関

である取締役会が行います。 

 

2.3 調達資金の管理 Management of Proceeds 

 グリーンボンドで調達された資金の充当と管理は当社の経営企画部財務グループが行い

ます。適格プロジェクト毎に当社で付している番号で管理し、当社にて規定されている資

金管理フローに従い内部管理システムにて予算と実際の支出を月単位で追跡管理します。

また、資金管理に関する書類の保存については、当社で定める会計書類の範囲及び保存に

関する経理細則に従い実施し、保存文書台帳により管理します。当社では、グリーンボン

ドで調達した資金は発行から 3 年以内に充当する予定です。調達資金の充当が決定される

までの間は、当社が資金と等しい額を現金及び現金同等物にて管理します。 

 

参考資料 3にて当社における調達資金の追跡管理の方法を記載しております。 

 

2.4 レポーティング Reporting 

 適格プロジェクトへの資金充当状況及び環境への効果を年次でレポーティングします。

なお、適格プロジェクトが建設中の場合は資金の充当状況のみのレポーティングを行い、

プロジェクト完工後は、その後に開始する年度分より当該グリーンボンド償還までインパ

クト・レポーティングを実施します。 

 

2.4.1 発行体によるレポーティング Reporting 

資金充当状況レポーティング 
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当社は、適格クライテリアに適合するプロジェクトに調達資金の全額が充当されるまでの

間、資金充当状況のレポートを年度に 1 回行います。資金充当状況及び充当されたプロジ

ェクトの説明は当社ウェブサイト又は統合報告書にて開示します。その際に機密性を考慮

し可能な範囲にて、個別プロジェクト毎の充当割合も開示します。資金充当状況の詳細に

関する最初のレポートは、グリーンボンド発行から 1 年以内に行う予定です。なお、調達

資金の金額が充当された後に大きな資金状況の変化が生じた場合は、適時に開示します。 

インパクト・レポーティング 

当社は、グリーンボンドの償還までの間、当社ウェブサイト及び統合報告書にて環境へ

の効果を示す適格プロジェクトに関連する以下の指標を年度に 1回公表します。 

 建設・設置した施設の数と各施設の概要（施設の処理能力、建設中・完成の別

を含む） 

 建設・設置した施設の稼働開始後の年間発電出力実績（MWh/年）（機密性を考

慮し可能な範囲にて開示） 

 年間発電出力実績に基づく年間温室効果ガス排出削減量（tCO2/年）（機密性を

考慮し可能な範囲にて開示） 

 

2.4.2 コンプライアンス・レビュー Compliance Review 

 当社はグリーンボンド発行日から 1 年を経過する前に、適格プロジェクトが当社のグリ

ーンボンド・フレームワークに適合しているかを評価するためのレビュー契約を DNV GL

と結びます。このレビューは、日立造船のグリーンボンドによる調達資金がすべて充当さ

れるまで毎年行う予定です。 

以上 
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参考資料１：当社のごみ焼却発電施設の仕組み 

 ごみ収集車でごみピットに集められたごみは、焼却炉のストーカと呼ばれる燃焼装置の

上を移動しながら燃やされて灰として排出されます。燃焼で生じた排ガスのエネルギーは

ボイラで蒸気として回収し蒸気タービン発電機で電気を作ります。発電された電気は施設

の外へも送られます。 
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参考資料 2：適格クライテリアを満たす資金充当対象事業リスト（2018年 9月時点） 

事業

区分 

事業名 GBP 

カテゴリー 

進捗状況 定格 

発電 

出力 

環境アセスメント対応 

ごみ

焼却

発電

施設 

京都市南

部クリーン

センター

第二工場

（仮称） 

（京都府

京都市伏

見区） 

汚染防止

と管理に

関する事

業 

施設建設中

（2019年 3 月

完工予定） 

14.0MW 京都市環境影響評価等に関する条例に規定

される評価書手続きを完了 

＜評価実施の環境要素＞①大気質②騒音

③振動④悪臭⑤土壌⑥地盤⑦電波障害⑧

景観⑨廃棄物等⑩地球環境への負荷 

（参照） 

京都市「京都市南部クリーンセンター第二工

場（仮称）建替え整備事業に係る事後調査」

http://www.city.kyoto.lg.jp/kankyo/page/00

00163546.html 

菊池環境

保全組合

新環境工

場（ごみ処

理施設）

整備及び

運営事業

（熊本県

合志市） 

汚染防止

と管理に

関する事

業 

施設建設中

（2021年 3 月

完工予定） 

2.8MW 

 

熊本県環境影響評価条例に規定されている

環境影響評価手続きを実施 

＜影響調査実施の自然的状況項目＞①大

気環境の状況②水環境の状況③土壌及び

地盤の状況④地形及び地質の状況⑤動植

物の生息又は生育、植生及び生態系の状況

⑥景観及び人と自然との触れ合いの活動の

状況⑦放射性物質 

（参照） 

菊池環境保全組合「環境影響評価方法書の

縦覧、及び意見書の受付について」

http://www.kikunanseisou.or.jp/kankyoukouj

ou/kankyou-uketuke.htm 
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参考資料 3：調達資金の追跡管理の方法 

 

当社の
当座預金口座

グリーンボンド調達分

投資家

・・・・・・・

：グリーン適格事業
に係る資金フロー

支払

検収

毎月末に全ての材料の入荷確認もしくは
役務契約の完了を確認

↓

その確認に基づき検収を計上し、
支払を実施

↓

グリーンプロジェクトに関する支払分に
ついて抽出し残高調整表を作成

1年目 2年目 ●年目 ●●年目

2か月～12か月1か月

月末：
残高の調整

グリーンプロジェクトに係る
充当内容・項目① ###円
充当内容・項目② ###円

グリーンプロジェクトに係る残高調整表

・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・

###円

グリーンプロジェクトに係る
支払内容・項目① ###円
支払内容・項目② ###円

###円

入金

社内管理
システム

月単位で社内システムで管理されている
グリーンプロジェクトへの充当額と未充当
額の合計を月単位で当座預金口座内の
グリーンボンドによる調達資金残高と
整合するよう調整を行う

年次
コンプライアンス

レビュー

年次
コンプライアンス

レビュー

充当終了の場合：
最終の
年次

コンプライアンス
レビュー

グリーンボンド
償還

サンプリングにより一部につき、資金充当先の
プロジェクトの詳細確認を実施し、
関連しない費用が含まれていないかを確認する


